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厚生労働省子ども家庭局

ひとり親家庭の支援施策について

資料４



母子家庭の現状（所得状況）
○母子世帯の総所得は年間３０６．０万円。「児童のいる世帯」の４１％に留まる。（平成28年国民生活基礎調査）

○その大きな要因は「稼働所得」が少ないこと。稼働所得は「児童のいる世帯」の３４％に留まる。

（参考）「子どもがいる現役世帯」（世帯主が18歳以上65歳未満で子どもがいる世帯）のうち、「大人が一人」の世帯員の貧困率は
４８．１％と、依然として高い水準となっている。

総 所 得 稼働所得
公的年金・
恩 給

財産所得
年金以外の
社会保障
給付金

仕送り・
企業年金・
個人年金・

その他の所得

１世帯当たり平均所得金額（単位：万円）

全世帯 552.3 410.3 105.5 15.8 6.2 14.5

児童のいる世帯 745.9 686.8 25.6 8.1 18.5 6.9

母子世帯 306.0 231.1 10.4 17.6 37.3 9.6

１世帯当たり平均所得金額の構成割合（単位：％）

全世帯 100.0 74.3 19.1 2.9 1.1 2.6

児童のいる世帯 100.0 92.1 3.4 1.1 2.5 0.9

母子世帯 100.0 75.5 3.4 5.8 12.2 3.2

所得の種類別１世帯当たり平均所得金額及び構成割合

（出典）2019年年国民生活基礎調査（2018年の所得状況）
※上記の表における母子世帯は、死別・離別・その他の理由（未婚の場合を含む。）で、現に配偶者のいない65 歳未満の女
（配偶者が長期間生死不明の場合を含む。）と20 歳未満のその子（養子を含む。）のみで構成している世帯をいう。

41%        34%
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○ 平成１４年より「就業・自立に向けた総合的な支援」へと施策を強化し、「子育て・生活支援策」、「就業支援策」、「養育費の確保策」、「経済的支援
策」の４本柱により施策を推進中。

○ 平成２４年に「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法」が成立

○ 平成２６年の法改正(※）により、支援体制の充実、就業支援施策及び子育て・生活支援施策の強化、施策の周知の強化、父子家庭への支援の
拡大、児童扶養手当と公的年金等との併給制限の見直しを実施。 （※母子及び父子並びに寡婦福祉法、児童扶養手当法）

○ 平成２８年の児童扶養手当法の改正により、第２子、第３子以降加算額の最大倍増を実施。

○ 平成３０年の児童扶養手当法の改正により、支払回数を年３回から年６回への見直しを実施。

○ 令和２年の児童扶養手当法の改正により、児童扶養手当と障害年金の併給調整の見直しを実施。

子育て・生活支援

○母子・父子自立支援員に
よる相談支援

○ヘルパー派遣、保育所等
の優先入所

○子どもの生活・学習支援事
業等による子どもへの支援

○母子生活支援施設の機能
拡充 など

就業支援

○母子・父子自立支援プログ
ラムの策定やハローワーク
等との連携による就業支
援の推進

○母子家庭等就業・自立支
援センター事業の推進

○能力開発等のための給付
金の支給 など

養育費確保支援

○養育費等相談支援セン
ター事業の推進

○母子家庭等就業・自立支
援センター等における養育
費相談の推進

○「養育費の手引き」やリー
フレットの配布

など

経済的支援

○児童扶養手当の支給

○母子父子寡婦福祉資金の
貸付

就職のための技能習得や
児童の修学など12種類の
福祉資金を貸付

など

ひとり親家庭等の自立支援策の体系
○ ひとり親家庭等に対する支援として、「子育て・生活支援策」、「就業支援策」、「養育費の確保策」、「経済的支
援策」の４本柱により施策を推進。

○ 「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づき、
① 国が基本方針を定め、
② 都道府県等は、基本方針に即し、区域におけるひとり親家庭等の動向、基本的な施策の方針、
具体的な措置に関する事項を定める自立促進計画を策定。

【ひとり親支援施策の変遷】
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新型コロナ問題を踏まえた、ひとり親支援施策にかかる最近の主な動き

▶ 新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担う低所得のひとり親世帯に特に大きな困難が心身に生じていることを踏まえ、こうした世帯の
子育て負担の増加や収入の減少に対する支援を行うため、ひとり親世帯臨時特別給付金（基本給付：１世帯５万円、第２子以降１人につき３万円。
収入が減少した児童扶養手当受給世帯等への追加給付：１世帯５万円）を支給。

▶ ひとり親自立支援パッケージを策定 （令和３年３月16日 新型コロナに影響を受けた非正規労働者等に対する緊急対策関係閣僚会議）
＜内容＞
○高等職業訓練促進給付金について
・ ひとり親家庭の親が、資格取得のために養成機関で修業する際の生活費支援として月額10万円（課税世帯は月額７万500円）を支給する本事業の
対象となる資格について、法令の定めにより養成機関において１年以上の修業を必要とするものとしていたところ、令和３年度に限り、６月以上の短期の訓
練を通常必要とする民間資格等を取得する場合も新たに対象に拡大（母子寡婦法施行令（政令）改正等で措置）。

○住宅支援貸付
・ 母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、就労等を通じた自立に向けて意欲的に取り組んでいるひとり親に対し、生活基盤の安定を図り、 自立に
向けた取組を促進するため、家賃の全部又は一部（月上限４万円、最大12ヶ月分）の貸し付けを行う。就労へのインセンティブ付与の観点から、安定的
な就労につながった場合には、１年間の就労継続後に貸付金の償還を一括して免除。

令和３年３月

令和２年７月

令和２年11月

▶ 政府の秋の行革レビュー（秋の年次公開検証）にて、ひとり親支援について議論
・ 子供の貧困・シングルペアレンツについて、必要な支援を必要な人に十分に行き渡らせるためには、まず、支援を必要とする人の立場に立って支援策の「ワンス
トップ化」を実現し、素早く有効な支援を届ける必要がある。
・ また、自分が支援対象であることに無自覚な人、潜在的に支援を必要とする人、その予備軍に対して積極的にアプローチするためにも、「プッシュ型」の支援を
可能とする必要がある。

令和２年12月

▶ ひとり親家庭は、非正規雇用労働者の割合が高く収入が少ないなど、元々経済的基盤が弱く厳しい状況にある中で、その生活実態が依然として厳しい状況
にあることを踏まえ、年末年始に向け、予備費を活用して、ひとり親世帯臨時特別給付金の基本給付の支給対象者に対して、再度同様の基本給付を支給。

令和３年２月
▶ 秋の行革レビューでの指摘を踏まえ、令和２年度第３次補正予算において、ひとり親のワンストップ相談及びプッシュ型支援体制の構築・強化を図るワンス
トップ相談支援強化事業を実施。

令和３年４月
▶ 新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得の子育て世帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、子育て世帯生活支
援特別給付金（ひとり親世帯分）（児童１人当たり５万円）を支給。
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ひとり親家庭向けの支援（高等職業訓練促進給付金・住宅支援資金貸付）

訓練受講中の生活費支援【拡充】

高等職業訓練促進給付金：好条件での就労につながる職業訓練の受講を促進するため、
訓練受講期間中の生活費（月10万円）を給付する仕組み

※訓練経費については、自立支援教育訓練給付金（受講料の６割、上限年20万円）等の活用を促進。

就労訓練中の住宅費の支援【新規】

就労を通じた自立に向けて意欲的に取り組んでいるひとり親に対し、就労に資する住宅の居住を促進する観点から、住居の借り上げ
に必要となる資金の無利子貸付制度を創設。安定的な就労につながった場合には、１年間の就労継続後に貸付金の償還を一括して免除
する等の自立へのインセンティブ方策を導入。

併せて、ネット・SNSやひとり親相談窓口を通じ、支援施策を「伝える」ための取組を推進。

支援
開始 就労住宅費の貸付支援を受けて、就労又は職業訓練を受講

月上限４万円（無利子無担保）

安定的な就労に繋がった場合、
１年間の就労継続後に一括で
償還を免除

12か月

【現行】
１年以上の訓練を必要とするもので国
家資格等の取得の場合のみ
（例）看護師､准看護師､保育士､介護福祉士

､理学療法士､作業療法士､調理師､製菓
衛生師 等

【見直し】
６月以上の訓練を通常必要とする民間資格の取得の場合も新たに給付対象とする
※デジタル分野等の民間資格や講座など

【月４万円】

【月10万円】

◎ 安定就労を通じた中長期的な自立支援や住居確保につながるひとり親自立促進パッケージを策定。

◎ 高等職業訓練促進給付金の給付対象を拡大。

参考

◎ 生活困窮者に対する住居確保給付金とは別に、就労に取り組むひとり親世帯に対し、住居の借り上げに必要とな
る資金の償還免除付の無利子貸付制度を創設。

※対象拡大の特例は令和３年度限り
※母子父子寡婦福祉法施行例を改正

※住民税課税世帯は月額７０，５００円
※修学の最終年限１年間に限り支給額を４万円加算
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▋経済財政運営と改革の基本方針２０２１ （いわゆる「骨太の方針」）＜抄＞
（令和３年６月1８日 閣議決定）

（１）雇用・労働：女性デジタル人材、ひとり親の職業支援

○ひとり親に対する職業訓練
ひとり親世帯にはコロナの影響が厳しい形で表れていることから、特に、迅速かつ手厚い支援を行っていく必要がある。このため、
今後、ひとり親に対する職業訓練関連の支援については、高等職業訓練促進給付金において令和３年度限りの暫定措置と
して実施している支援対象の拡充の成果や課題を検証した上で継続的な実施について検討するとともに、訓練費用の在り方
なども含めて総合的に検討し、中長期的な自立につながる支援策の強化を図る。【厚生労働省】

Ⅰ コロナ対策の中心に女性を

5

▋女性活躍・男女共同参画の重点方針２０２１ ＜抄＞
（令和３年６月16日 すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部合同会議決定）

５．４つの原動力を支える基盤づくり
（２）女性の活躍

○今般の感染症の拡大によって顕在化した配偶者等からの暴力や性暴力の増加・深刻化の懸念や女性の雇用・所得への影響、女性の
自殺者の増加等は、男女共同参画の重要性を改めて認識させることとなった。支援を必要とする女性が誰一人取り残されることのないよう、
今ほど男女共同参画の視点が求められている時代もない。
全ての女性が輝く令和の社会を実現するために、「第５次男女共同参画基本計画」及び「女性活躍・男女共同参画の重点方針2021」に基

づき、女性デジタル人材育成、ひとり親に対する職業訓練、「生理の貧困」への支援など女性に寄り添った相談支援、フェムテックの推進、
妊産婦や困難を抱える女性への支援といったコロナ禍で大きな影響を受けている女性への支援、養育費の不払い解消、女性の登用・採用
の拡大を含めた幅広い分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大、女性の視点も踏まえた税制や社会保障制度等の検討、
性に関する教育、性犯罪・性暴力対策の強化などの取組を推進する。・・・感染症に伴う配偶者等からの暴力の増加、深刻化の懸念を踏ま
え、相談体制の充実などの取組を引き続き推進する。

第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動力と基盤づくり～
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■高等職業促進給付金の周知PR①
制度を幅広く周知するのみならず、SNS、ネットによるバナー広告等も活用しながら、関心が

高い層等にターゲットを絞った広報を含めて戦略的に広報・PRを実施。

厚労省twitter
内閣府twitter
で広く周知

yahooバナー広告

関心が高い層をテーゲッ
トに広報・PR

■厚生労働省に「高等職業訓練促進給付
金」専用ホームページを開設。

■バナー広告から「関心が高い層」を厚労
省ホームページに誘導。
⇒詳しい制度内容、「自治体」窓口を案内

■高等職業訓練促進給付金の周知PR①
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（２）情報分野のほか「都道府県・市・福祉事務所設置町村の長が地域の実情に応
じて定める」資格の積極的な活用を働きかけ 【自立促進パッケージ通知の２関係】

◆ 対象資格は、「６ヶ月以上の訓練を必要とする民間資格の取得の場合」に緩和しています。
⇒ 自立促進パッケージ通知の２（１）①に記載した「シスコシステム認定資格、LPI認定資格」につ
いては、あくまでも例示です。（次頁参照）
⇒ 雇用保険制度の教育訓練給付の指定講座のほか、これらの講座に準じた講座を受講するもので、
都道府県・市・福祉事務所等の長が地域の実情に応じて定める資格も対象となります。
⇒ ひとり親の就職の際に有利となるものであって、６ヶ月以上の修業期間を満たす資格についての講
座については、地域の実情を踏まえつつ、本制度の対象者が、就業又は育児と修業の両立が困難な
方であるということも考慮し、柔軟かつ積極的に活用いただくようお願いいたします。
⇒ なお、修業形態については、通学制を原則としていますが、オンラインの利用も可能としていますので、
こちらもご活用ください。（柔軟な運用をお願いいたします。）
※６ヶ月以下の修業期間の場合は、ハローワークにつなぎ、「求職者訓練制度」の活用を検討願います。

⇒ 今後、随時、効果的な取組に向けて実施状況や課題等について情報共有・連携をお願いいたし
ます。

ひとり親自立促進パッケージの活用促進を自治体に通知《R3.4.23付け子家発0423第１号家庭福祉課長通知》

（１）制度の積極的な活用、対象者への周知と必要な予算の確保
（２）情報分野のほか「都道府県・市・福祉事務所設置町村の長が地域の実情に応じて定める」資格の

積極的な活用
（３）ハローワークとの連携
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情報処理技術者試験
Microsoft Office Specialist 2010、2013
Ｏｒａｃｌｅ認定資格
CS技能評価試験(ワープロ部門、表計算部門)
日商PC検定試験（データ活用、文書作成）
Webクリエイタｰ能力認定試験
Webデザイナー検定
Ｉｌｌｕｓｔｒａｔｏｒクリエイター能力認定試験
Ｐｈｏｔｏｓｈｏｐクリエイター能力認定試験
Word文書処理技能認定試験
Excel表計算処理技能認定試験
VBAエキスパート
ＩＣＴプロフィシエンシー検定試験
DTPエキスパート認証試験
Accessビジネスデータベース技能認定試験
パソコン技能検定Ⅱ種試験
建築CAD検定
CAD利用技術者試験
CGクリエイター検定
PowerPointプレゼンテーション技能認定試験
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＜参考＞一般教育訓練給付の情報関係の指定講座のうち、訓練期間が６月以上の講座が含まれる資格や講座の例

※ あくまでも「例」です。教育訓練給付の指定講座に準じた講座を受講する資格を定める際は、情報関係
以外も、地域の実情に応じて、検討してください。



■高等職業促進給付金の周知PR②
単に「通知」を発出するのみならず、オンライン方式で地方公共団体ひとり親支援担当に対す

る全国会議を開催。通知の趣旨等を含めて、詳しく説明するとともに、全国会議の模様は、
youtube等で継続的に配信。

■高等職業訓練促進給付金の周知PR②

■会議の情報は、厚労省HPにアップ。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bun
ya/0000183795_00002.html
【youtube】
https://www.youtube.com/watch?v=KGAQnGM4
1PE

■各自治体ごとに、ひとり親向けにウ
エブ等で情報発信

【厚労省「ひとり親家庭支援者等会議」】 【伊万里市のHP】の例
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高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金の拡充

訓練受講中の生活費支援【高等職業訓練促進給付金】

【令和２年度】
１年以上の訓練を必要とする
もので国家資格等の取得の場
合のみ
（例）看護師､准看護師､保育士､介

護福祉士､理学療法士､作業療法
士､調理師､製菓衛生師 等

【令和３年度の特例】
６月以上の訓練を通常必要とする民間資格の取得の場合も新たに給
付対象とする
※デジタル分野等の資格や講座

◎ ひとり親が就労し安定した収入を得て自立することを支援するため、訓練中の生活費を支援する
高等職業訓練促進給付金の対象資格の拡充・訓練期間の緩和の措置を次年度以降も継続する
とともに、訓練経費を支援する自立支援教育訓練給付金の給付割合・上限額の引上げを図る。

【支給内容】
月額10万円（住民税課税世帯は月額70,500円） ※修学の最終年限１年間に限り支給額を４万円加算

※令和３年度に限り実施している対象資格の拡充及び期間の緩和を、
令和４年度以降も継続

訓練経費の支援【自立支援教育訓練給付金】

【現行】
○受講料の６割相当額
○上限20万円
※専門実践教育訓練給付の対象となる講座
の場合、上限は修学年数×20万円

【令和４年度以降】
○受講料の10割相当額
○上限80万円
※専門実践教育訓練給付の対象となる講座
の場合、上限は修学年数×80万円

【支給内容】
雇用保険の教育訓練給付の対象となる講座等を受講し修了した場合に、訓練経費の一部を支給する。

【対象者】
養成機関において修業を開始した日以降において、次のいずれにも該当する母子家庭の母又は父子家庭の父に支給
① 児童扶養手当の支給を受けているか又は同等の所得水準にあること
② 養成機関において６月以上のカリキュラムを修業し、対象資格の取得が見込まれる者であること
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支援を必要とするひとり親が行政の相談窓口に確実につながるよう、分かりやすい情報提供や相談窓
口への誘導の強化を行いつつ、ひとり親家庭の相談窓口において、実情を踏まえた、ワンストップで寄
り添い型支援を行うことができる体制を整備

自治体の窓口のワンストップ化の推進

ウェブ
SNS

ひとり親支援の相談窓口
（福祉事務所設置自治体の相談窓口）

生活困窮者自立支援制度の相談窓口
（福祉事務所設置自治体の窓口(直営)又は民間団体(委託)）

ひ
と
り
親
家
庭

離婚届、転入届
保育園の手続

児童扶養手当等の窓口

複雑な制度情報をタブレット等
の情報機器でバックアップ

協力

関係機関等

○支援情報の定期的な配信
（行政→ひとり親）

○来所相談予約の申込み
（ひとり親→行政）

SNS等を活用した双方向型の支援

母子・父子
自立支援員

窓口の周知・PR

ひとり親窓口への
アクセスの向上

就業支援を含めた専門的な相談窓口
※NPO法人等の民間団体への一部委託も可

※相談窓口の充実等に必要な備品購入等を補助

子育て世代
包括支援センター

婦人相談所
婦人保護施設

母子生活支援施設等

母子家庭等就業・自立
支援センター

ハローワーク

弁護士等

公営住宅担当部局

ＵＲ、民間賃貸事業者

保育所等担当部局

NPO法人
社会福祉法人等

教育関係部局

スマートフォン等でのウェブサイト活
用

支援窓口への誘導

児童扶養手当の現況届などの
機会を活用したニーズ把握

関係機関の連携体制づくり

協力

子育て＋仕事
➡ 時間がない
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＜事業イメージ＞

ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制強化事業【R２年度補正⇒R３年度に繰越】

○ ひとり親家庭に対する支援について、①地方公共団体における窓口が統一されておらず、各種制度をよく知る人も希少であること、②多
様な状況に応じた様々な制度が用意されるも、実際の活用にはハードルがあることから、ひとり親家庭が数々ある制度にたどりつくことが
できているかが課題となっているところ

○ 母子・父子自立支援員等、職員配置の拡充が難しい中、ＩＴ機器等を活用したひとり親のワンストップ相談体制の強化が必須。

対 象 補助率 補助基準額 実施主体
○ ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制強化事業を実施する自治体
（委託先団体を含む。）

定額
（国10/10相当）

１自治体あたり
８0,000千円

都道府県、市及び福祉事務所
設置町村

補助単価等

○ チャットボットによる相談への自動応答や支援制度・担当窓口の案内、関係部署との情報共有システムの構築など、ＩＴ機器の活用
を始めとした相談機能強化を図る。

支援の内容

背 景

○ ひとり親家庭が必要な支援に繋がり、自立に向けた適切な支援を受けられるよう、ＩＴ機器等の活用を始めとしたひとり親のワンストッ
プ相談体制の構築・強化をモデル的に実施し、その取組の横展開を図ることを目的とする。

目 的

ひとり親家庭

情報入力・相談

支援施策等の案内
チャットボット

住居確保
の必要性

就業支援
の必要性

等

生活困窮部署

子育て支援部署

教育関係部署

ひとり親支援部署

住宅関係部署

労働関係部局

入力された情報より、必要に応じて、自治体から家庭へアプローチを図る

子育て・生活支
援の必要性

経済的支援
の必要性

入力された情報を共同クラウドにより共有

Ａ家庭

Ｂ家庭

チャットボットによる支援
制度・担当窓口の案内

共同クラウドによる
情報共有

令和２年度第３次補正予算：４．０億円（母子家庭等対策総合支援事業）
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【概要】
● 福岡県ひとり親サポートセンターの
ホームページにAIチャットボット機能
を導入し、ひとり親家庭等から多く
寄せられる質問に24時間365日対
応し、適切な支援に案内できる仕
組みを導入。（ワンストップ型相談
対応）

● また、AIチャットボット利用者のうち、
希望する方には、提供を希望する
支援情報や連絡先を入力してもら
い、登録された連絡先に必要な支
援情報の提供を行う。（プッシュ型
支援）

１ ２
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取組事例①：福岡県



１

【概要】
● SNS（LINE）を利用した就業
相談アプリを作成し、ひとり親家庭
を対象に、プロのキャリアカウンセラー
に無料でいつでもどこでも就業相談
ができる体制を整える。

● キャリアカウンセラーによる就業相
談に加え、求人情報の提供やAIに
よる適性・適職診断を行う他、ひと
り親家庭支援施策の情報の提供を
行う。

● この他、支援施策のオンライン申
請を実施しており、申請を行った方
に対して、ひとり親支援施策情報の
配信等を行っている。

２

３ ４
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取組事例②：神戸市



１か所当たり 2,200千円
※ 市内の区役所・支所など、母子・父子自立支援員等を配置して相談支援を行っている場所毎に補助単価を適用す
ることが可能。

【実施主体】都道府県、市及び福祉事務所設置町村（事業の全部又は一部を民間団体等に委託可）
【補助率】国１/２、都道府県等１/２

○ タブレット等を活用した相談対応ツールや、動画による研修ツールなどを作成し、
母子・父子自立支援員等の専門性の向上及び相談支援体制の充実を図る。

ひとり親家庭に対する相談支援体制強化事業【新規】

○ 母子・父子自立支援員等がひとり親家庭の個々の状態に応じて、適切な支援へ繋ぐことできるよう相談支援体制の
強化を図る。

目 的

事業内容

実施主体等

補助基準額

【令和３年度予算： 158億円の内数（母子家庭等対策総合支援事業）】
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離婚前後親支援モデル事業（令和元年度～）

＜モデル事業イメージ＞

○ 離婚協議開始前の父母等に対して、離婚が子どもに与える影響、養育費や面会交流の取り決めや離婚後の生活を
考える機会を提供するため、講座の開催やひとり親家庭支援施策に関する情報提供等を行うモデル事業を実施する。
＜実施主体＞都道府県・市・特別区・福祉事務所設置町村（民間団体への委託可）
＜補助率＞国1/2 都道府県・市・特別区・福祉事務所設置町村1/2
＜補助単価＞1,500万円

地方自治体

民間団体
＜事業の全部又は一部を委託可＞

講座等の開催

◆ 親支援講座の受講者を対象に、ひとり親向けの支
援施策や相談窓口等の情報提供を行う。

②情報提供

【講義】
◆ 離婚前後の父母等を対象に、離婚が子どもに与え
る影響や養育費等の取り決めの重要性等に関する
講習を実施する。

◆ 講義を行う者の選定に当たっては、学識経験者、
元家裁調査官など離婚問題に関し知見を有する者、
父母教育プログラム等を実施している民間団体等
に協力を依頼する。

【グループ討議】
◆ 親支援講座の受講者を対象に、当事者間での意見
交換の場を提供する。
また、様々な立場の当事者の意見を聞くことがで
きるような工夫も行う。

①親支援講座

○ 子どもの心情の理解

○ 離婚後の生活や子育てに
関する不安を軽減

○ 同じ境遇にある当事者と
の交流などにより、孤立感
を解消

○ 養育費や面会交流に関す
る取り決めを促進

○ ひとり親になって間もな
い段階から必要な支援の提
供が可能

○ 養育費の履行を確保

◆ 公正証書の作成支援及び養育費の取り決め等に関
する弁護士への相談に関する支援等を行う。

③養育費の履行確保（R2～）
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離婚前後親支援モデル事業の拡充について
＜現 行＞

離婚前後親支援モデル事業（１か所あたり171万円）

① 親支援講座（R元～）
養育費の取り決めの重要性等の講義や当事者間での意見交換を
実施。

② 情報提供（R元～）
親支援講座の受講者に対し、ひとり親向けの支援施策や相談窓口
の情報提供を行う。

① 養育費の履行確保等（R２～）
公正証書の作成支援及び弁護士相談に関する支援等を行う。

＜見直し＞

（１）親支援講座
① 親支援講座

養育費の取り決めの重要性等の講義や当事者間での意見交換を
実施。

② 情報提供
親支援講座の受講者に対し、ひとり親向けの支援施策や相談窓口
の情報提供を行う。

（２）養育費の履行確保に資する取組
① 戸籍・住民担当部署との連携強化

戸籍・住民担当部署に相談員を配置し、ひとり親担当部署と連携
（離婚届の受け取り時の相談支援のほか、リーフレットや動画教材
の作成など）を図る。

② 離婚前段階からの支援体制強化
別居開始時点など低葛藤時点からの個別ヒアリングや動画教材に
よる講義、オンラインカウンセリング等を行う。

③ 公正証書等による債務名義の作成支援
公正証書等による債務名義を作成を支援する。

④ 保証契約支援
保証会社と養育費保証契約を締結するための支援を行う。

⑤ 戸籍抄本等の書類取得補助
家庭裁判所の調停申し立てや、裁判に要する添付書類の取得な
どの支援を行う。

⑥ 弁護士等による個別相談支援
弁護士等を配置し、 養育費に関して、個々の状態に応じた専門
的な相談支援を行う。

⑦ その他先駆的な取組
①～⑦のほか、養育費の履行確保等に資するものとして先駆的な
取組

（１）親支援講座
離婚前後親支援モデル事業（１か所あたり1,500万円）

（２）養育費の履行確保に資する取組
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令和２年10月29日

厚生労働省 子ども家庭局 家庭福祉課
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明石市の取組

！ＰＯＩＮＴ ● 養育費取り決めサポート（手続支援・費用補助）

取組内容

養育費取り決めサポート（令和２年８月～）

養育費の債務名義を取得するための手続支援と費用補助を行う。
１ 手続支援

養育費請求調停の申立書の書き方、必要書類及び手続の流れ等についてアドバイスする。
２ 費用補助

債務名義作成にかかる費用（調停申立費用または公証人手数料等）を補助する。
〈要件〉明石市に住んでいるこどもを監護しており、養育費の取り決めを検討していること。

令和２年７月１日以降に負担した費用が対象。
費用負担後６か月以内の申請が必要。

＜必要書類＞ ＜利用実績（令和２年９月24日現在）＞
１ 手続支援

３件
２ 費用補助
（調停申立）
申請２件（こども６人）

（公正証書作成）
申請６件（こども11人）

（共通）
申請書
請求書

（調停申立等の場合）
調停申立等を行ったことが分かる書類（受
付印が押された申立書や呼出状など）

（公正証書作成の場合）
公正証書
領収書

≪掲載している取組の一例≫
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